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被災者救援がまず必要である。最近の大 害では国境を越えた救助・救援の活動が活発になってきた。 東日本大震災では、 政府間ルートによる公的支援だけ も 発災翌日には韓国とシンガポールが一三日にはドイツ、スイス、アメリカ、中国、英国、ニュージーランドが到着、一四日からも救助犬を伴う救助隊などが続々と来日、被災三県および東京都で活動した。延べ二五カ国・七 際機関が七月末までの期間に往来した。阪神大震災の時は、スイス、フランス二カ国の救助隊 みが 犬とともに受け入れられたが、フランスの場合、手続きに手間取り到着したのは発災四日後であった
⑴。
その他、少なくとも七カ国から救助隊の人的支援の申し込みがあっ





発庁からの緊急物資の他に放射線防護服や大型機材などの福島原発事故への支援物資を多く供与している。中国からガソリン、ディーゼル各一万トン、タイ 発電機二基など大きく報道された もある。私は、阪神大震災の時にいち早く関空に毛布を満載してき モンゴル機を忘れることはできないが、今回も三月一四日に早々と二五〇〇枚の毛布を持って飛来した。毛布だけに限っても、 その後、台湾二〇 箱、タイ 万六〇〇〇枚、インド二万七〇〇〇枚、カナダとデンマーク 五〇〇〇枚、ロシア一万七 枚 インドネシア一万 …等々、今度は覚えることができないほど多種類で多量の物資が届けられた。政府間を通しての寄付金については、実
に九一カ国から一七五億円以上を受領した（七月二二日現在） 。阪神大震災の時は四三カ国から公的な支援を受領したので、如何に今回の外国からの支援が増えたかが分かる。多くの発展途上国の人々が何らか 活動によって集めた募金が、現地の日本大使館 預託されたものも多く含められている。　
私も現地事情を知っているラオ
















は有効な救助犬を使用するスイス、フランス等の欧米諸国で実績が積まれてきた背景がある。ま 、わが国も一九八七年以後、救助および医療チームだけに限っても七〇回以上の派遣実績があるように、その専門性を生かした実力と実績が各国において積まれてきた。しかし、欧米諸国だけではなく、今回はアジア諸国から人的支援を広く受け入れている。イスラエル、インドネシア ヨルダン、タイからは医療チームも入り、規制の厳しいわが国でも非常時における公的な医療行為が外国人によってなされたのである。特に重視したいのは、阪神大震災の時には実現 なかった隣国である韓国、中国からの救助隊が早 段階に円滑に入国 ことである。この背景には、一九九八年の四川大震災の際に日韓両 の救助隊が大
きなインパクトを中国政府および国民に与え、その意義が三国間で共有で るようになったことを指摘したい。もちろん、これ以外のさまざまな民間人、ＮＧＯ等による人的支援活動がますます活発化していることを忘れてはいけない。　
救援物資・寄付金が多数寄せら
れた要因のひとつには、メディアの多様化とグローバル化という現象もある。 さまざまな形態のアを通して世界中の出来事がオンラインで情報伝達される時代である。特に、町、家、車そ ヒトを飲み込んでゆく津波の映像 インパクトは人々の心に刻み込まる。さらに、避難所 苦難に耐えながらも穏やかに振舞う東北地方の被災者の姿に心を打たれた外国人が多いと言われている。こ ような映像や写真が世界中の人々を動かしたことも事実であろう　
最後に、救援物資や（特に）寄
付金を寄せた国 数になった背景には、わが国がＯＤＡによる支援を脈々と行ってきたことに無関係ではないこ に言及し い。「困っている時はお互い様」というまさに互恵・共助の精神の表れである。われわれはこのような状態を嘗て「国際的な社会的互助関係」
と呼んだ
⑷。山形辰史氏は本号で
「水平協力」と呼ぶ。単なる一時的なＯＤＡへの「恩返し」だけではないという含意もある。このことはわが国の大災害 歴史で体験している。まだ途上国であった一九二三年の関東大震災において、実に三一カ国から二二〇〇万円 義援金（当時は義捐金と呼んだ）を受領したが、これ 国内の義捐金四八〇〇万円のほぼ半分に匹敵するものであっ
⑸。日本がＯＤＡを













は『義援金取り扱いのガイドライン』 （一九九八年）を発表、 「迅速性」 「透明性」 「公平性」を掲げた。それにもかかわらず迅速に被災者（この場合は、全壊、半壊、焼失した家屋居住者に限られるので、津波被害者に対しては要件の緩和で対応）に届かないのはなぜだろうか。通常は日赤から都道府県に送金し、都道府県が主体的に配分委員会を設置して市町村を通じ配分するが、東日本大震災は広域被害であり、まず関係一五都道府県への分割を決める段階で時間を要し、それから都道府県の配分委員会決定、市町村への配分、そて被災者へという手続きを経 。とは言え、公的な唯一の見舞金ともなる義援金であるから、行方不明者、全壊家屋各三五万円、半壊家屋一八万円の支給は四カ月も過ぎると義援金の効果も半減 てしまう。市町村の行政機能が津波で著しく低下したところもあるの事実だろ 被災程度に応じて配分するという意味での「公平性」が要件となっているために、家屋の被災程度の判定に時間を要したところもある。今後は、被害家屋の認定士を平時から建築学会等通じて全国的に準備しておく制度
の確立が望まれる。　
さらに、海外から日赤に送られ










査団に加わり、六月二一日から三日間、岩手県の久慈から陸前高田までの三陸沿岸の被災地をほぼすべて回ることができた。単に視察したのではなく 地域安全学会が二年前に大船渡で大会を開催したこともあり、県当局や各市町面的協力を得て、外国人一九名を含む約五〇名の効率的な視察 ヒアリングができたのである。そして最終日には盛岡に帰っ 夜遅くまで調査結果の取りまとめと提言を行い、県の担当者にも熱心に聴いてもらった。まだ、混乱 多忙を極めているこの時期 このような研究者集団を丁寧に受け入れてもらった理由は、岩手 復興計

















状態に発展させることを言う。したがって、復興の基本は人間が災害から受けた不自由からの解放 （いわゆる人間復興）である。ミクロ的には、災害によって突然に受ける身体の不自由、住居の を緩和し、生活の再建が必要となマクロ的には、被災地域の経済面の再建と発展が必要である。したがって、復興には一様でない被災状況に応じて自助、共助 公助のすべての災害対応が必要である。　
ところで、わが国の自然災害へ
の対応を規定する基本法は一九六一年施行の災害対策基本法である。しかし、この法律は明らかに防災中心であり、 条文を見ても 「防災」 「応急対策」 「復旧」 あるけれども「復興」は対象にされ いない。復興過程が長引くような大災害のたびに、行政に混乱が見られ、その場限りの特別措置法の立法、財源をめぐる混乱が生じ、結果としてミクロとマクロの が遅れることになる。阪神大震災の場合、復旧はスピード感を持って進められたが、復興はほとんど地元で自立的になされたので長引いた。東日本大震災では、復旧（特に瓦礫処理） が遅れ気味であるが、復興はさらに見通しが立っていな
い。このような混乱が生じる大きな理由は、復興に関する基本的な法規定がないからである。　
多様な災害リスクを抱えなが
ら、現在のよう 経済状態を達成したことはわが国の誇りである。その過程で、構造物をよ 堅固なものにする によって防災がある程度達成されてきたことも事実である。しか 、阪神大震災における高速道路や神戸港の崩壊、東日本大震災における大防波堤崩壊や仙台空港の被災、新築住宅さえも押し流す津波の猛威は、構造物中心の防災対策の不十分さを証明した。その反省として、津波対策としての「逃げる」ことを教えるというソフト面を に加え
ることで終わってはならない。重要なことは、大災害発生後の復興対策で相変わらず混乱が生じていることだ。財源を含む復興制度を明確に示す「災害復興基本法」の制定が望まれる　
近時、わが国は国際機関を通じ



















































象的な議論よりも、より具体的で、行政にとって耳の痛い内容も出された。追記すれば 復興構想会議の提言では、 「被 者」という言葉がなぜか使われないほどに「上から目線」 書かれているが、岩手県の復興計画では「被災者 寄り添う」という表現もあり、被災現地 声をくみ上げ、早く財源措置を施して復興へ進むことを願ってやまない。
⑾財政力がある非被災地の県や市
が激甚被害を受けた県や市と一対一のペアリング 中央政府の指導で決め、三年間にわ って支援地の予算の一％を非支援地につぎ込み、民間部門も伴ってあらゆる面の復興を完遂させる試み。
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